
【Ｒ3.8.1～】 

セーフティネット保証 5号 提出書類チェックリスト 
（中小企業信用保険法第２条第５項第５号） 
    
この用紙を提出書類に添付して申請してください。 

チェック欄に必ず☑を記してください。 

 

＜要件＞ 

法人 個人 

本店登記地または事業実態のある事業所の所在

地が足利市内にあること。 

事業実態のある事業所の所在地が足利市内にあ

ること。 

□該当します □該当します 
    

業歴 1年以上の方 

●創業者等認定基準の運用緩和● 

業歴 3か月以上１年１か月未満の事業者の方 

前年以降の店舗増加・業容拡大した事業者の方 

①最近 3 か月間の売上高等が前年同期の売上高

等に比して 5％以上減少していること。（様式第

５－（イ）－①、②、③） 

 

 

 

●認定基準の運用緩和● 

②最近 1 か月の売上高等が前年の同月に比して

5％以上減少しており、かつ、その後 2か月（ま

たは 1 か月）含む 3 か月間の売上高等の見込み

が前年同期に比して 5％以上減少すること。（様

式第５－（イ）－④、⑤、⑥） 

③1 か月の売上高等が、直近 1 か月を含む最近

3か月間の平均売上高等と比較して、5％以上減

少していること。（様式第５－（イ）－⑦、⑩、

⑬） 

④最近 1か月の売上高等が、令和元年 12月の売

上高等と比較して 5％以上減少しており、かつ、

その後 2 か月間を含む 3 か月間の売上高等が令

和元年 12月の売上高等の 3倍と比較して 5％以

上減少することが見込まれること。（様式第５－

（イ）－⑧、⑪、⑭） 

⑤最近 1か月の売上高等が、令和元年 10月から

12 月の平均売上高等と比較して、5％以上減少

しており、かつ、その後 2 か月間を含む 3 か月

間の売上高等が令和元年 10 月から 12 月の売上

高等と比較して 5％以上減少することが見込ま

れること。（様式第５－（イ）－⑨、⑫、⑮） 

□（   ）に該当します 

（  ）内は①～⑥いずれかを記入 

□（   ）に該当します 

（  ）内は⑦～⑮いずれかを記入 
     

申請する指定業種を記入してください 
細分類番号 細分類業種名 

 

※様式第５－（イ）－①、②、④、⑤、⑦のいずれかに該当する方がほとんどです。 

 

 

 

 

 

 

申請者名：              

（代理人：            ） 

（裏面あり） 

発行時連絡先：              

表面 



【Ｒ3.8.1～】 

セーフティネット保証 5号 提出書類チェックリスト 
（中小企業信用保険法第２条第５項第５号） 

 

＜提出書類＞※表面⑦～⑮「創業者等認定基準の運用緩和」で申請する方は、その内容が確認できる書類が別途必要。 

 

法人 個人 

認定申請書 1部 

※追加で認定書が必要な場合は、提出部数を増やしてください。 
□ 

添付書類兼売上高等証明書 1部 

※「売上高等の確認資料」を兼ねる場合、申請者実印を押印したものが必要です。 
□ 

売上高等の確認資料 ※(1)(2)のどちらも必要です。 

(1)事業が属する業種毎の最近 1年間の売上高等が確認できるもの 

法人：直近の決算書の損益計算書、個人：直近の確定申告書の写し 

(2)最近１～３か月、前年同期の売上高等が確認できるもの（Ａ、Ｂのいずれか） 

Ａ：各月の売上高等が分かる書類（月次損益計算書、売上台帳など） 

Ｂ：足利市所定様式「添付書類兼売上高等証明書（申請者実印を押印したもの）」 
 （※証明書の内容に疑義がある場合、月次損益計算書など資料作成に用いた資料の確認を求めることがありますので、予めご了承ください。） 

□ 

商業登記簿謄本の写し 

（足利市内での事業実態、業歴を確認します） 
□ 

直近の確定申告書の写し 

（足利市内での事業実態、業歴を確認します） 
□ 

指定業種に属することが確認できる資料 

許認可証の写し、法人事業概況説明書、取り扱っている製品やサービス等を疎明できる書類（例：

会社案内、会社ホームページ、品名が記入されている売上台帳、会社の看板を含めた建物や製品

の写真など） 

※添付頂いた資料で確認できない場合、追加で資料提出して頂くことがあります 

□ 

委任状（金融機関押切印を押印） □ 

 

<認定申請書 様式について> 

★①、④、⑦、⑩、⑬ 

１つの指定業種に属する事業のみを営んでいる方、あるいは営んでいる複数の事業が全て指定業種に属

する場合 

 

★②、⑤、⑧、⑪、⑭ 

主たる事業（最近１年間の売上高等が最も大きい事業）が指定業種である場合 

 

★③、⑥、⑨、⑫、⑮ 

指定業種に属する事業の売上高等の減少が申請者全体の売上高等に相当程度の影響を与えている場合 

 

 

 

【足利市使用欄】 

受付日：  ／   不足書類： 有 ・ 無  受理日：  ／   受付番号：          

裏面 


